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「日本自動車産業における先行開発協業の深化：サプライヤー・システム   

における関係的技能の高度化とトヨタ系サプライヤーの優位性」 

 

１．はじめに 

本稿の目的は、浅沼(1997)の「関係的技能」の概念を拡張したフレームワークを手掛か

りに、最近の日本自動車産業におけるメーカー・サプライヤー間の先行開発分野での協業

の実態を分析し、この面で特にトヨタ系サプライヤーの取り組みが先行していることを明

らかにすることにある。 

 

近年、多くの産業において、世界的規模での競争がより激しさを増し、技術が複雑化し、

市場ニーズが高度化し、製品やサービスの種類が大幅に増加し、製品ライフサイクルが格

段に短縮していることから、製品開発プロジェクトのスピードと質を向上させ、なおかつ

開発コストを低減することが必要不可欠となっている（e.g., Wheelwright and Clark, 

1992）。また、新しい製品やサービスを研究・開発・商業化するために必要とされる知識の

量も、加速度的に増加している（e.g., Badaracco, 1991)。その結果、企業があらゆる製

品開発活動を自社で手がけることはもはや現実的ではなく、競争に勝ち残っていくために

は、むしろ他の組織との間で協力し、必要とされる知識を融通し合ったり生み出したりし

ていくことが重要となっている (e.g., Henderson and Cockburn, 1994)。 

一般に、製品開発で必要となるような非常に重要な知識については、戦略的提携など、

企業間の意図的な協業を通じてのみ入手・利用が可能である。すなわち、高度な技術知識

を入手し、それをもとに新たな技術知識を生み出していくためには、単に形式知化された

知識を学ぶだけでは不十分で、技術者同士の密な交流を通じて暗黙知的な知識を修得する

ことが重要となるため、「知識の出し手企業」と「知識の受け手企業」との間で、組織間学

習を促進するような特別な関係を築くことが必要不可欠となるのである（e.g., 野中, 

1991）。 

こうした製品開発プロセスにおける企業間の協業が極めて重要な役割を果たしている業

界の一つが、日本の自動車産業である。自動車はインテグラル型アーキテクチャの典型的

な製品であり、製品を構成する無数の部品の間で機能的・構造的な相互依存関係が複雑に

絡み合い、インターフェイスも標準化されていない1。そのため、自動車全体に関わる知識

（「アーキテクチャル知識」）と各個別の部品に関わる知識（「コンポーネント知識」）のど

                                                   
1 インテグラル型アーキテクチャとは、製品の機能が複数の部品にまたがって複雑に配分されて

おり、各部品間のインターフェイスが事前に標準化できないようなタイプの製品システムの設

計のことである（Ulrich, 1995）。乗用車の場合、たとえば、走行性・乗り心地・居住性・操作

性といった顧客満足に直結する多くの製品機能は、個々の部品に還元することはできない。ま

た、部品間の関係をあらかじめパターン化できる程度が低いため、インターフェイスを標準化

することも難しい。こうした事情から、乗用車はインテグラル型アーキテクチャの典型的な製

品と呼ばれるのである（e.g., 藤本, 2001）。 
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ちらか一方が欠けてしまえば、本当に優れた製品を作り上げることは難しい（武石, 2003）。

ただし、日本の自動車産業では、自動車全体に関わる知識は主として自動車メーカーに、

各個別の部品に関わる知識は主としてサプライヤーに、それぞれ分散して蓄積される傾向

が強い。そのため、これまでにない新しい素材や技術を盛り込んだ部品を開発していくに

あたっては、多くの場合に、自動車メーカーとサプライヤーが共同開発体制を組み、両者

の知識を融合していくプロセスが必要となるのである。 

この点に関連して、1980年代半ばから1990年代半ばにかけて、国内外の数多くの研究が、

「日本の自動車メーカーは、特定の少数のサプライヤーとの間で長期継続的で協調的な取

引関係を維持し、高度な信頼関係に基づいてお互いに緊密な情報交換や調整を行っている。

そして、こうした自動車メーカーとサプライヤー間の非常に緊密な協業は、開発活動の根

幹部分にまで及んでおり、そのことが日本の自動車産業の国際競争力の一つの源泉となっ

ている」ということを明らかにしていった。さらに、最近では新車開発のリードタイムが

ますます短くなっていることから、こうした自動車メーカー・サプライヤー間の開発の協

業は、より一層強化されつつあると言われる（e.g., 延岡, 1999; 近能, 2002）。 

ただし、一口に自動車の製品開発と言っても、具体的な新製品の開発に直結するプロジ

ェクトばかりではなく、新製品を構成する新しい要素技術（製品の構成要素である部品や

素材などの技術）を予め開発しておくためのプロジェクトもある。これは、一般に「先行

開発」と呼ばれ、具体的な新製品開発プロジェクトの一環として行われることもあれば、

具体的な新製品開発プロジェクトに先行して別個に行われることもある。そして、この部

分でも自動車メーカー・サプライヤー間の協業が行われていることが知られている2（e.g., 

藤本, 2001; 藤本, 2006）。しかしながら、既存研究の大半は、具体的な個別の製品開発プ

ロジェクトを分析単位とし、その開発リードタイムや開発工数、製品の品質などに影響を

与える要因について議論するだけに留まり、その前段階にあたる先行開発の部分での自動

車メーカー・サプライヤー間の協業については、これまでほとんど取り上げられることが

なかった。また、数少ない例外的な研究についても、定性的な分析に留まっており、定量

的な分析を行ったものは存在してこなかったのである。 

現在、自動車技術の開発競争は激化の一途を辿っており、ほとんど全ての自動車部品に

ついて、新素材の開発と利用（特に金属から樹脂への転換）、小型・軽量化、電子化・情報

化、などといった技術革新が急速に進展している(e.g., 近能・奥田, 2005）。また、近年

では「システム化」・「モジュール化」の動きも急速に進展しており、部品を従来に比べて

空間的・物理的により大きな単位で括り直すと共に、その内部で機能的な統合を進めてい

                                                   
2  例えば、直噴ガソリンエンジン、無段変速機、電子制御サスペンション、ハイブリッド機構

など、自動車の性能に決定的な影響を与え、しかもコストの高い中核的な部品システムについ

ては、予め自動車メーカーの研究所や先行技術開発部門が主体となって要素技術を開発してお

き、それが具体的な新車開発プロジェクトによって順次採用されていくことが多いが、それ以

外の部品については、具体的な新車開発プロジェクトの中で開発することが多いようである（詳

しくは藤本(2001)や藤本(2006)を参照）。 
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こうという動きが盛んになり、部品の全く新しい設計コンセプトが次々に提案され、一部

は実際に実現されるに至っている（e.g., 武石・藤本・具, 2001; 植田, 2001）。こうした

状況のもとで自動車メーカーは、本当に中核的な技術を除き、それ以外の部分ではたとえ

先端的技術であってもサプライヤーと共同で開発せざるをえなくなっている。そのため、

先行開発での協業はますます重要性を増していると考えられるが、上述のように、そうし

た点について定量的に検証した研究は見当たらない。 

また、この面での取り組み度合いは、自動車メーカーごとに相当な差があると予想され

る。業界では、トヨタ及びトヨタ系サプライヤーの取り組みが先行していると考えられて

いる（e.g., 三澤, 2005）のだが、この面でも定量的な検証を行なった研究は見当たらな

い。 

そこで本稿では、最近の日本自動車産業におけるメーカー・サプライヤー間の先行開発

分野での協業の実態について、特にトヨタ系サプライヤーとそれ以外の違いに焦点を当て

ながら、できるだけ定量的に明らかにしていきたいと考える。以下では、まず２節で既存

研究のレビューを行い本稿の問題意識を明らかにした上で、３節で分析のフレームワーク

を提示する。４節と５節では、それぞれ質問票調査と自動車メーカー共同特許のデータに

基づいた分析を行う。そして、６節でまとめとディスカッションを行なう。７節は結語で

ある。 
 

 

２. 既存研究の文献レビュー  

２．１．日本の自動車産業における開発のアウトソーシングに関する研究 

自動車メーカー・サプライヤー間の開発協業に関連して、数多くの実証研究が、日本の

自動車産業は諸外国には見られない特色を有していることを明らかにしてきた。 

たとえば、Clark and Fujimoto(1991）の調査によれば、1980 年代後半、日本の自動車メ

ーカーの平均的なプロジェクトにおいてサプライヤーがこなす開発・設計作業量は、米国

に比べて約 4 倍、欧州に比べて約 2 倍多かった。また彼らは、日本の自動車メーカーがよ

り早くより少ない資源でクルマを設計開発する上で、サプライヤーが大きな貢献を果たし

ていたことを統計的に明らかにしている。 

 また、日本の新車開発プロジェクトにおいては、自動車メーカーの技術者がサプライヤ

ーの技術者との間で頻繁にフェイス・トゥ・フェイスの濃密なコミュニケーションを図り

ながら設計活動を行っていく傾向が見られることも明らかにされてきた（e.g., 藤本, 

1997）。特に、主要な部品については、サプライヤーが自社の技術者をゲストエンジニアと

して自動車メーカーの開発センターに派遣し、完成車全体の車両計画などと相互調整を図

りながら共同で開発活動を行うことが一般的となっている（e.g., 韓・近能, 2001）。この

点に関して、Dyer(1996)は、各自動車メーカーが取引先サプライヤーからそれぞれ何人の

ゲストエンジニアを受け入れ、両者の間でどれだけのフェイス・トゥ・フェイスのコミュ
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ニケーションが行われているのかを調査した結果、日本の自動車メーカーは、米国の自動

車メーカーに比較してこの数字が著しく高かったと報告している。 
また、製品開発プロジェクトでは、開発の後期段階になってからの手直しは、初期段階

の手直しに比べて格段に時間とコストがかかる。そのため、同じく自動車メーカーがサプ

ライヤーを開発に参画させる場合であっても、開発の初期の段階からコミュニケーション

を密にし、部品の開発スペックを決めるプロセスにおいてサプライヤーの意見を取り入れ

ることが重要である（e.g., 藤本・トムケ,1998)。Liker et al. (1995)は、この点で日本

の自動車メーカーは米国の自動車メーカーに比べて優れているとの質問票調査の結果を示

している。 

以上のように、日本の自動車メーカーは、欧米の自動車メーカーに比較して、開発活動

のアウトソーシングをより大胆に推し進めており、なおかつ、新製品開発の際にサプライ

ヤーとの間でお互いに遥かに密に情報を交換し合う傾向が見られた。そして、こうした傾

向は、自動車メーカーとサプライヤーが問題点を早期に洗い出して対策を施していくこと

を可能とし、ひいては、日本の自動車産業が国際的に見て優れた製品開発のパフォーマン

スを発揮する上で非常に大きな役割を果たしてきたと考えられるのである。 

 

２．２．部品取引の「オープン化」についての研究 

一方、多くの研究が、大幅な円高傾向とますます激化する国際競争、国内需要の低迷と

「価格破壊」の進行、海外への生産拠点移転の加速と国内空洞化の進展、自動車メーカー

各社による部品の世界最適調達の推進と部品メーカー各社によるグローバル供給体制の構

築などの様々な要因によって、最近の日本の自動車産業においては取引関係の「オープン

化」が進みつつあることを明らかにしている。 

たとえば久武・根岸(1996)では、1996 年にサプライヤー544 社を対象に行なったアンケ

ート調査（回答は 214 社、回収率 39.3％）の結果をもとに、主力製品における平均の「自

動車メーカー調達先数」と「サプライヤー販売先数」は、80 年→90年→96年と一貫して増

加傾向にあると報告している。また近能（2004a）では、公刊データを利用して企業レベル

での定量分析を行い、有力なサプライヤーが納入先自動車メーカーの数を増加させる傾向

は既に 70 年代から見られ、大まかな傾向としては、それが少なくとも 2000 年まで一貫し

て続いてきたことを明らかにしている。さらに近能（2004c）では、別の公刊データを利用

して部品レベルでの定量分析を行い、全般的に言って、有力なサプライヤーが部品あたり

の納入先自動車メーカー数を増加させる傾向は、最近になってより一層強まっていること

を明らかにしている。 

このように、最近の日本の自動車産業においては、有力なサプライヤーが新しい自動車

メーカーとの取引を積極的に開始する傾向が強まっていると言えるのである。 
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２．３．問題の所在 

一方、こうした取引関係の「オープン化」は、開発活動のアウトソーシングにとって難

しい課題をもたらしてしまう可能性が高い。というのも、部品の共同開発では、一般に、

自動車メーカーとサプライヤーとがお互いに先端的な技術やノウハウを開示し合い、困難

な目標に向かって共同開発プロジェクトを進めていく必要がある。そうなると、両者にと

って、これまで長期継続的・協調的・緊密な関係にあった特定の相手との間で、これまで

培ってきた信頼関係やさまざまな共同ルーティンをベースに開発協業を進めていくことが

望ましい。ところが、取引関係の「オープン化」は、開発活動のアウトソーシングの前提

となる、こうした長期継続的・協調的・緊密な取引関係を突き崩してしまう恐れが高いの

である。 

しかし近能(2004b)は、こうした、取引関係の「オープン化」が長期継続的・協調的・緊

密な取引関係を突き崩してしまうとの見方を否定している。彼によれば、自動車メーカー

では、同じ部品を開発する場合であっても、新技術の開発を伴う（先行開発型の）プロジ

ェクトとそうでない（既存技術の改善・修正が主となる）プロジェクトとを抱えており、

前者については長期継続的・協調的・緊密な取引関係にあるサプライヤーと組んで、これ

まで培ってきた信頼関係やさまざまな共同ルーティンをベースに開発協業を進めていく。

一方、後者については、前者ほど共同開発のマネジメントが難しくはないので、必ずしも

既存の取引先と組まなくてもいいし、ある程度までは取引先を増やした方がメリットが大

きいと判断している。サプライヤーの側でも同様であり、新技術の開発を伴うプロジェク

トについては、通常は長期継続的・協調的・緊密な取引関係にある主要顧客の自動車メー

カーとの間でなければ共同開発に取り組むことができないが、そうでないプロジェクトに

ついては、そうして確立された新技術を手直ししながら展開していくことになるので、基

本的に取引相手は多いほど望ましい。ゆえに、新技術の開発を伴うプロジェクトについて

は両者の取引関係が緊密化し、そうでないプロジェクトについては取引関係がオープン化

しているというのである。 

この近能(2004b)は、自動車メーカー・サプライヤー間の取引関係が、より大きなイノベ

ーションを目指す先行開発の部分では従来以上に質的な緊密度を増し、共有される情報の

レベルもさらに高度化しつつあることを、言い換えると、「取引関係の知的高度化」の度合

いが増しつつあることを示唆している。しかしながら、裏付けとなるデータや分析が必ず

しも十分ではなく、実証面で弱い面があった。そこで本稿では、一次部品メーカーを対象

とした質問票調査の分析を掘り下げ、合わせて自動車メーカー共同特許出願データを分析

することで、日本における自動車メーカー・サプライヤー間の先行開発分野の開発協業が

「知的高度化」していることを検証したいと考える。 
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３．分析のフレームワーク：関係的技能の概念の修正・拡張 

本稿では、自動車メーカー・サプライヤー間の先行開発分野での協業の実態について分

析していくにあたって、浅沼(1997)の「関係的技能」の概念を拡張したフレームワークを

用いたいと考える。そこで以下では、まずは浅沼の主張を概観し、次に概念の修正・拡張

を行うことにしたい。 

 

３．１．浅沼による関係的技能の概念  
 浅沼(1997)は、完成品の開発・製造を担う完成品メーカーとその部品の開発・製造・供

給を担うサプライヤーとの間の取引関係をタイプ分けし、(1)長期継続的取引関係は、より

高度な関係的技能の発揮が必要とされる部品が取引される領域において、すなわち「貸与

図方式」（完成品メーカーが詳細設計を行なって図面をサプライヤーに貸与し、その図面を

もとに当該サプライヤーが製造を行うタイプの部品取引）よりも「承認図方式」（サプライ

ヤーが詳細設計を行なった図面に完成品メーカーが承認を与え、その図面をもとに当該サ

プライヤーが製造を行うタイプの部品取引）の領域において多く見られ、(2)サプライヤー

が蓄積し活用するこうした関係的技能ゆえに、当該長期継続的取引はスポット的な市場取

引よりも効率化されることを主張した。 

浅沼はこの関係的技能について、基本的に、「完成品メーカーのニーズまたは要請に対し

て効率的に対応して（部品）供給を行うためにサプライヤーの側に要求される技能」とし

て定義している。その上で、関係的技能は本質的に多次元であると指摘し、自動車産業に

おけるサプライヤーを例にとり、①品質を保証する能力やタイムリーな納入を保証する能

力、②合理化を通じて原価を低減させる能力やＶＡを通じて原価を低減させる能力、③貸

与図ないし承認図に準拠して製造工程を開発する能力やＶＥを通じて見込み原価を低減さ

せる能力、④自動車メーカーから受け取った仕様に応じて部品を開発する能力や自動車メ

ーカーから受け取った仕様に改善を提案する能力、の四つを挙げた3。 

浅沼は、こうした関係的技能を向上させるにしたがって、当該サプライヤーは完成品メ

ーカーから高く評価され、より高度な技術を要する重要な部品を任されるようになり、そ

の結果としてより高い利益率を享受できるようになると論じた。つまり、極めて重要な部

品に関しては、この四つを全て満たすような、中核層に属するサプライヤーと取引する傾

向が見られるというのである。その一方で、彼は、サプライヤーが関係的技能を向上させ

るほど、完成品メーカーによるリスク吸収の度合いは低下するとも主張している。 

このように、浅沼の議論では、完成品メーカーはサプライヤーに対して、関係的技能の

レベルに応じた系統的なキャリア・パス（貸与図部品の中でも単純なカテゴリーの部品か

ら承認図部品の中でも高度なカテゴリーの部品へと連なるパス）を用意し、長期の競争メ

                                                   
3 設計改善を通じた原価低減のうち、量産開始後の段階で行われるものをＶＡ（Value Analysis： 

価値分析）、量産開始前の製品開発段階で行われるものをＶＥ（Value Engineering: 価値工学）

と呼ぶ。 
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カニズムを働かせつつ、技能のレベルに基づいた適切な報酬とリスク分担のスキームを用

意することで、当該サプライヤーの関係的技能の向上の方向性を意識的にマネジメントし

うるとの図式を描き出したのである。 

 こうした浅沼の議論は、サプライヤーの技術力の問題を企業間の取引関係の決定モデル

の中に取り込み、完成品メーカーとの長期継続的な関係を維持・発展させるために必要と

なる能力をサプライヤーが向上させるインセンティブ・メカニズムを明らかにした点で、

画期的な業績であったと言える。しかしその一方で、この研究は主として 1980 年代半ばの

自動車産業と電機産業の実態調査を踏まえて理論化を図っており、それから 20年近い年月

が経過したことを考えると、新しい現実を踏まえた修正・拡張が必要ではないかと考えら

れる。 

 

３．２．開発活動のアウトソーシングと取引関係 

修正すべき点の第一は、関係的技能を構成する能力の要素が、やや製造に片寄り過ぎて

おり、製品開発の能力についてもっと細かく分ける必要があるということである。 

浅沼は論じていないが、彼の提示した関係的技能の四つの次元は、そのレベルに応じて、

前述の①から④に向かう階層構造を為していると考えられる。すなわち、①は要求された

ＱＣＤを要求された通りに履行するために求められる生産面での最低限のオペレーション

能力であるが、②は生産面での改善を行える能力であり、①のレベルを前提とした更に高

度な能力である。③は工程設計を行い、製品設計の面でも改善を行える能力であり、②の

レベルを前提とした更に高度な能力である。④は製品設計を行える能力であり、③のレベ

ルを前提とした更に高度な能力である。しかし、同じく製品設計ができるレベルと言って

も、先行開発を伴う製品設計と、既存技術の改善に留まる製品設計とが存在しており、サ

プライヤーに要求される関係的技能のレベルも、この両者のどちらを担うことになるのか

によって相当に異なると思われる(近能, 2004b)。 

この点に関連して植田(1995)は、幾つかのサプライヤーの開発プロセスのケース分析を

行い、自動車メーカーからの具体的な開発・設計要請に先行したサプライヤーの独自研究・

開発が重要性を増しており、この段階でも既に自動車メーカーとの協力関係が生じている

ことを指摘している。すなわち、1990 年代半ばには既に、「デザイン・イン」（サプライヤ

ーが自動車メーカーの製品開発プロジェクトに参加する共同開発体制）の開始時期が、従

来言われてきた「詳細設計段階からのデザイン・イン」（e.g., 松井, 1988）よりも大幅に

早い、先行開発の段階にまで及んでいるケースがあったと考えられるのである。 

 

一般的に言って、自動車メーカーが製品開発をサプライヤーと共同で行うことには、特

定の材料や部品に特化した企業に任せることでその専門性や規模の経済性を利用できる、

自らの投資負担やリスクを軽減できる、といったメリットがある。しかし、当然ながらデ

メリットもあり、サプライヤーの努力水準や貢献をモニタリングしたり評価することが難
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しい、不確実性が高い、技術がスピルオーバー（漏洩）する危険性が高くなる、技術のブ

ラックボックス化が進む恐れがあるなど、単なる生産活動のアウトソーシングには見られ

ないさまざまなリスクや困難が存在している（e.g., Fine and Whitney, 1996; Wasti and 

Liker, 1999）。そして、先行開発の分野でもサプライヤーと協業を組むとなれば、そのリ

スクや困難はさらに増大すると考えられる。 

例えば、先端技術の開発を担う先行開発の協業では、自動車メーカーとサプライヤーの

双方が最先端の技術やノウハウを開示し合い、お互いの技術者が意見を戦わせて試行錯誤

を繰り返すことによってのみ、新しい有益な技術が生み出されていく。そうした知識の移

転・融合・創造のプロセスは、双方向的かつ非常に複雑で、目に見えないため、仮に新し

い有益なアイデアが生み出されたとしても、それに対して双方がどれだけの貢献を果たし

たのか、あるいは成果を双方にどれだけの割合で帰属させるべきなのかを決めることは、

極めて難しい。また、プロジェクトの不確実性も高いので、双方が何をどれだけ行えばよ

いのか、どれだけの資源（ヒト・モノ・カネ・知識）を負担すればよいのか、成功の確率

はどのくらいなのかといったことを、事前に正確に見積もることも難しい。 

さらに、自動車メーカーにとってもサプライヤーにとっても、せっかく開発した新技術が共同

開発の相手から漏れてしまった場合の痛手が大きい4。むろん、機密保持協定（ＮＤＡ: Non 

Disclosure Agreement）を交わすことによって、ある程度は技術のスピルオーバーを防ぐ

ことが可能である。しかしながら、仮にどちらかが機密保持協定に違反する行為に走ったと

しても、それを立証することは難しい。さらに、入念な機密保持協定を結んだとしても、

成果の帰属を両者の貢献度合いに応じて配分することが著しく困難なため、事後的な争い

が起こることはある程度避けられない。つまり、先行開発の協業は、契約で全てをコント

ロールすることが著しく困難なのである。 

ただし、こうした契約ではコントロールし難い取引の場合であっても、両者の間に十分

な信頼関係があれば、不測の事態が生じた場合であってもお互いに協力し合って最善の解

決策を探っていくことが可能となる(e.g., Dyer, 1996; 酒向, 1998)。すなわち、先行開

発の協業を成功させるためには、そのための前提条件として、両者の間で高度な信頼関係

を築き上げ、さまざまな共同ルーティンをベースとして、濃密なコミュニケーションを重

ねながら開発プロセスを進めることが最低限必要だと考えられるのである。 

このように、先行開発における自動車メーカー・サプライヤー間の協業は、従来言われ

てきた詳細設計段階からのデザイン・インの場合に必要とされる企業間協調のレベルを遙

かに超える協調を必要としており、したがって中核的なサプライヤーに求められる関係的

                                                   
4 確かに、新技術を盛り込んだ部品を使用した製品（新型車）をマーケットに投入すると、リバ

ースエンジニアリングによって、大半の技術が販売開始から半年以内に競合企業に筒抜けにな

ってしまうと言われる。しかし、通常の自動車（派生モデルを除く）の開発期間は、製品コン

セプトが固まった後 2年あまりに及ぶため、本来であれば最低 2年間は技術的な優位性を保つ

ことができるはずであり、新技術のスピルオーバー（漏洩）は、最低 2年間は享受できたはず

のこうした利益を浸食する恐れが高い。 

 8



技能の高度化をも引き起こしていると考えられる。そこで本稿では、「既存技術の単なる改

善に留まらない、先端的な新しい部品ないし部品技術を開発する能力」を、浅沼が論じた

関係的技能の四つの次元を超える、より高次の能力として位置づける。 

 

３．３．部品取引の様式と取引関係 

修正すべき点の第二は、図面方式の違いが、必ずしも求められる関係的技能のレベルの

違いを反映するとは限らないということである。 

貸与図方式か承認図方式かというのは自動車メーカーの側における設計図の管理上の分

類であり、実際はサプライヤー側が設計を行っても貸与図という形で処理する場合もある

という(植田, 2000)。この点に関しては、藤本・葛(2001)などの研究によって、当該部品

のアーキテクチャ特性が部品の取引実態に影響を与えることが分かっている。また、浅沼

は市販品部品を承認図部品よりも高いレベルに位置づけているが、これも一律には言えな

い(藤本・武石, 1994）。つまり、設計図の所有方式と取引実態の違いは一対一に結びつく

ものではなく、したがって求められる関係的技能のレベルの違いにも単純に結びつけるこ

とはできないのである。 

また、より重要な点は、仮にあるサプライヤーが先行開発で自動車メーカーと協業して

部品を開発した場合であっても、設計図の所有方式で見る限りでは、単なる承認図方式に

分類されてしまうということである。つまり、先行開発分野の協業を扱うためには、貸与

図方式か承認図方式かという区分では分類の網の目が粗すぎるのである。 

そうなると、設計図の所有方式で取引実態を区分するのではなく、サプライヤーが担っ

ているのは生産だけなのか、製品設計も担っているのか、生産だけだとしても工程改善は

担っているのか否か、製品設計も担っているとしても、それは改善のレベルに留まるのか

新規開発も担うのか、あるいは先行開発まで担っているのか否かといった具合に、むしろ

サプライヤーが自動車メーカーからどこまで「まとめて任されているのか」という取引実

態で区分した方が適当だと考えられる5。 

 

３．４．拡張された関係的技能のフレームワーク 

以上をまとめると、表１のような拡張された関係的技能のモデルが出来上がる。ここで

のポイントは、(1)「先端的な新しい部品ないし部品技術を開発する能力」が関係的技能の

新たな能力の次元として付け加わり、(2)それが関係的技能の既存の四つの次元よりも高度

な能力であり、(3)こうした高度な能力が発揮されるような取引（＝先行開発の協業が必要

とされるような部品の開発）においては、関係のより一層の緊密化がもたらされる、とい

                                                   
5 むろん、さまざまな実証分析の結果から見て、貸与図方式なのか承認図方式なのかという違い

は、1980 年代半ばにおいては、サプライヤーが自動車メーカーからどこまでを「まとめて任さ

れているのか」という取引実態を区分する上で最も相応しく、最も判断が容易な指標であった

と考えられる。その点で、ここに最初に着目した浅沼氏の功績は非常に大きい。 
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うことである。以下では、このフレームワークをもとに、自動車メーカー・サプライヤー

間の先行開発の協業の現状について分析し、論じていきたい。 

 

<表１>（出所）本文中に記した方法に基づいて筆者作成 

 

【表１】関係的技能の次元と内容   

まとめて任せる度合い   サプライヤーに必要とされる能力 

生産のみ ① 
品質を保証する能力やタイムリーな

納入を保証する能力 
生産だけ

を任せる 
生産＋工程改善 ② 

合理化を通じて原価を低減させる能

力やＶＡを通じて原価を低減させる

能力 

生産＋工程改善＋製品設計改善 ③ 

設計図に準拠して製造工程を開発

する能力やＶＥを通じて見込み原価

を低減させる能力 

生産＋工程設計＋設計改善 

生産＋工程設計＋製品設計 
④ 

自動車メーカーから受け取った仕様

に応じて部品を開発する能力や自動

車メーカーから受け取った仕様に改

善を提案する能力 

開発も任

せる 

生産＋工程設計＋製品設計

＋先行開発 
⑤ 

既存技術の単なる改善に留まらな

い、先端的な新しい部品ないし部品

技術を開発する能力 

 

 

４．サプライヤー質問票調査の分析 
この節では、筆者が 2003 年 11 月に藤本隆宏東京大学大学院経済学研究科教授及び具承

桓京都産業大学経営学部講師と共同で実施した、一次部品サプライヤーを対象とした質問

票調査の結果から、自動車メーカー・サプライヤー間の先行開発分野での協業の現状と、

この面でトヨタ系サプライヤーが先行していることを見ていきたい。 

 

４．１．データの出所 

上記の質問票調査は、日本自動車部品工業会の会員企業のうち、一次部品サプライヤー

340 社を対象として調査票の送付を行なったものである。回収数は 150 社、回収率 44.1％

であった6。この質問票では、サプライヤー各社に最も重要な部品を１つ答えてもらい、主

                                                   
6 締切り前の回収は 141 社であり、藤本・具・近能(2004)や近能(2004b)の分析ではこのデータ

を用いて分析している。しかし、その後に 9社から回収を受けたため、本節の統計分析で用い

るデータは 150 社からのものである。 
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として、当該部品の主要な取引先自動車メーカーとの間の取引関係について回答してもら

うという形式をとった。回答が寄せられた部品は、①機械系サブアセンブリ部品 19％、②

電子・電気部品 14％、③機械加工部品 12％、④プレス部品 17％、⑤樹脂成形部品 13％、

⑥金属(金型、鋳造部品) 5％、⑦その他 18％、となっていた。また、サプライヤー各社の

主要納入先自動車メーカーは、トヨタ 40％、日産 15％、ホンダ 14％、三菱 7％、マツダ 7％、

スズキ 3％、ダイハツ 1％、富士重工 4％、いすゞ6％、日野 2％、日産ディーゼル 1％、と、

国内生産シェアを概ね代表した分布となった。 

 

４．２．全体の概観 

まず取引方式について見ると、承認図方式が 70％を占め、委託図（図面は自動車メーカ

ー所有）の 16％を加えると、全体の 85％以上のケースでサプライヤーが部品詳細設計等の

開発活動に参加していた。また、開発プロセスにおいてサプライヤーが開発を行った部分

の比率については、63％の企業で「半分以上は自社が担当した」と回答しており、概ね高

い比率を担当していることが分かった。さらに、この比率が最近 4 年間でどのように変化

したのかを尋ねたところ、57％の企業が「増加傾向にある」と回答した。 

 主要取引先自動車メーカーとの関係については、「より早い段階から開発に参加するよ

うになった」、「開発に際しての対面的なコミュニケーションが増えた」、「開発に際しての

総合的なコミュニケーションが増えた」、「自動車メーカーに駐在して開発活動を行うゲス

トエンジニアの数が増えた」と回答する企業が、それぞれ 63％、62％、74％、43％を占め

ており、関係がより一層緊密化している状況がうかがえる。一方、主要取引先自動車メー

カーにおける自社を含めた競争会社数については、2～4社と答える企業が 69％を占めてお

り、その数が最近 4年間で増加したと答える企業は 27％にのぼった（ただし、「変化なし」

と答えた企業が 60％を占める）。また、納入先の（国内）自動車メーカー数を尋ねたところ、

1 社から 11 社まで比較的均等にばらつく傾向が見られ、その数が最近 4 年間で増加したと

答える企業は 23％にのぼった（ただし、「変化なし」と答えた企業が 69％を占める）。この

ように、依然として、若干ではあるが、自動車メーカーでもサプライヤーでも取引先数を

増加させる傾向にあることがうかがえる。 

続いて、開発プロジェクト間の格差を調べるため、「主要自動車メーカーの主要モデル向

け部品の開発工数（サプライヤーが担当した部分のみ）は、それ以外の自動車メーカー向

け部品の通常の開発工数の何倍か？」と尋ねたところ、2社以上と取引があるサプライヤー

のなかでは 33％の企業が「2倍以上」と答えていた。 

 

<図１>12頁・13頁に記載 （出所）本文中に記した方法に基づいて筆者作成 
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トヨタ 日産 ホンダ 三菱 マツダスズキ

ダイハツ
富士
重工

いすゞ
日野

日産
ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ

39.0 15.6 12.8 7.1 7.8 2.8
0.7
4.3 6.4 2.1

0.7
0.7（n=141）
回答なし

19.9 14.2 11.3 16.3 12.8 5.0
0.0

18.4 2.1

機械系
サブアセンブリー

部品

電子・電気
部品

機械加工
部品

プレス
部品

樹脂成形
部品

金属

原材料／
補助材料

その他 回答なし

（n=141）
(1)回答部品（以後「部品Ｘ」と呼ぶ）のカテゴリー

(2)回答部品メーカーの主要納入先
自動車メーカー（以後「Ａ社」と呼ぶ）

(3)部品取引の方式
9.9 16.3 69.5 2.8 1.4

貸与図 委託図 承認図 市販品貸与図 委託図 承認図 市販品

（n=141）

(4)開発プロセスにおいて、部品メーカーが手掛け
た部分の比率 11.3 5.7 7.1 5.7

1.4
4.3 5.0 7.8 14.2 31.2 6.4

0-10%

10-20%

20-30%

30-40%

40-
50%

50-60%

60-70%

70-80%

80-90% 90-100% 回答なし

（n=141）

(5) 上記(4)の、この4年間の推移

2.1
2.1

36.9 42.6 14.2 2.1

回答なし変化なし

増減

3.7

平均

１ ２ ３ ４ ５

（n=141）

図１
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3社

（n=141）

2社 回答なし5社1社 4社

7.8 19.1 30.5 19.1 6.4 9.2 7.8

6-10社

(7)A社における競争会社数

(8)上記(7)の、この4年間の増減 （n=141） 5.0 59.6 22.7 4.3 8.5

±0社 回答なし＋3～5社-1～2社 +1～2社

(9)当該部品メーカーが部品Ｘを納入している
国内自動車メーカーの数 （n=141）

1社 回答なし

14.9 15.6 12.8 7.8 7.8 6.4 5.7 5.0 4.3
2.1

11.3 6.4

2社 3社 4社 5社 6社

7社

8社

9社

10社

11社

(10)上記(9)の、この4年間の増減
1.4 68.8 15.6 5.7 2.1 6.4（n=141）

±0社 回答なし＋2社-1社 +1社

＋3社

（n=141） 4.3 41.8 15.6 4.3
1.4
2.1 21.3 9.2

1-2倍 回答なし0-1倍

10-20倍

1社取引2-3倍 3-5倍
5-10倍

(11) Ａ社の主要モデル向け部品の開発工数は、
それ以外の自動車メーカー向け部品の通常
の開発工数の何倍か？

(6) 取引関係の、この4年間の推移

a.より早い段階からＡ社の開発に参加するように
なった

b.Ａ社に駐在し開発活動を行うｹﾞｽﾄｴﾝｼﾞﾆｱが増えた

c.開発に際しＡ社との対面的なｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの頻度が増えた

d.開発に際しＡ社との総合的なｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの頻度が増えた

正逆

0.70.0 34.8 53.9 9.2 1.4

0.75.0 50.4 32.6 9.9 1.4

1.42.1 32.6 55.3 6.42.1

1.40.7 22.0 63.1 11.3 1.4

63.1

63.842.5

61.7

74.4

3.7

3.5

3.6

3.8

平均
４+５の
割合１２ ３ ４ ５

図１（続き）
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  ４．３．デザイン・イン参加の時期 

次に、「質問１：研究・開発において、Ａ社（＝主要な取引先自動車メーカー）との共同

研究・開発プロジェクトに参加したり、あるいはＡ社の協力を得たりする時期」について

尋ねたところ、「1．新しいコンセプトの部品やモジュール、あるいは新規要素技術（新素

材など）を研究する段階。搭載対象となる量産モデルを特定しない、パイロット・スタデ

ィ的な開発を含む」との回答が 23％、「2．搭載対象となる量産モデルを特定するが、既存

技術の改善に留まらない新規技術や、新しいコンセプトを盛り込んだ製品（部品）を開発

するプロジェクトの段階」との回答が 43％、「3. 既存技術の改善をベースにした、通常の

製品（部品）開発プロジェクトの段階」との回答が 28％、「4. そもそも、Ａ社から協力を

得たり、あるいはＡ社の研究・開発プロジェクトに参加することはない」と回答した企業

が 4％、その他が 1％となった。１節の議論より、このうち「1」と「2」を合わせた 66％の

サプライヤーで、先行開発での協業が行われているということになる。そして、こうした

時期が 4 年前に比べてどのように変化したのかを尋ねたところ、63％もの企業が「早くな

った」と答えていた。つまり、デザイン・インの開始時期は全体的に早まっており、先行

開発の段階にまで進んでいるケースがむしろ多数派となっているのである。 

一方、同じ内容の質問を、主要自動車メーカー以外との関係について尋ねたところ、「1」

を回答した企業が 11％、「2」を回答した企業が 26％と、主要自動車メーカーの場合と比べ

て低くなっていた。また、「4」と回答した企業が 29.8％も占めていた。これは、主要自動

車メーカーとの関係の場合との大きな違いである。合わせて、こうした時期が 4 年前に比

べてどのように変化したのかを尋ねたところ、「早くなった」と答えた企業は 43％であった。 

以上をまとめると、最近の日本の自動車産業においては、取引関係の「緊密化」が進ん

でいると言える。ただし、主要自動車メーカー向けとそれ以外の自動車メーカー向けの開

発プロジェクトの間では開発工数の格差が存在する場合があったり、さらには、概して主

要自動車メーカーとより早い段階から共同開発に取り組む傾向が見られることが明らかに

なったのである。 

 

<図２> 15頁に記載 （出所）本文中に記した方法に基づいて筆者作成 
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(1)Ａ社との間の共同開発プロジェクトに参加したり、
Ａ社から開発の協力を得たりする時期 （n=141） 23.4 42.6 28.4 3.5

0.7
1.4

回答なし

新コンセプトの部品等
を研究する段階

新コンセプトを盛り込んだ
部品開発のPJ段階 その他

Ａ社との研究開発
ＰＪなし

既存技術の改善をベース
にした部品開発のPJ段階

(2)Ａ社以外の自動車メーカーとの間の共同開発
プロジェクトに参加したり、Ａ社以外の自動
車メーカーから開発の協力を得たりする時期 （n=141） 11.3 26.2 28.4 29.8

0.7
3.5

回答なし

新コンセプトの部品
等を研究する段階

新コンセプトを盛り込んだ
部品開発のPJ段階

その他Ａ社以外の自動車会社
との研究開発ＰＪなし

既存技術の改善をベース
にした部品開発のPJ段階

(3)上記(1)について、この4年間の変化

(4)上記(2)について、この4年間の変化

早遅

0.8
3.0 30.1 55.6 10.5

0.0（n=133） 3.7

平均

１ ２ ３ ４ ５

（n=93）
0.0

0.8
24.8 33.8 9.0 1.5 3.8

１ ２ ３ ４ ５

図２
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４．４．デザイン・イン参加の時期と取引関係 

続いて、「先行開発のデザイン・イン」を行っている企業と行っていない企業で、取引実

態にどのような差があるのかを検討しておこう。まず、図面方式の違いについてであるが、

そもそも全体でも承認図方式が 70％を占め、委託図方式7が 17％、貸与図が 10％、市販品

が 3％と、圧倒的に承認図方式の割合が多いため、「先行開発のデザイン・イン」の有無で

は図面方式に有意な違いは見られなかった。やはり、３．３節で論じたように、図面方式

の違いでは分類の網の目が粗すぎるようである。 

開発プロセスにおいてサプライヤーが開発を担った部分の比率については、先行開発の

デザイン・インを行っているサプライヤーの方が、そうでないサプライヤーに比べて平均

が有意に高かった（1％水準）。また、この比率が最近 4 年間でどのように変化したのかを

尋ねた質問項目でも、前者が後者に比べて有意に増加しているとの結果になった（1％水準）。

また、主要取引先自動車メーカーとの関係については、前者が後者に比べて、「より早い段

階から開発に参加」し、「開発に際しての対面的なコミュニケーションがより増加」し、「開

発に際しての総合的なコミュニケーションがより増加」し、「自動車メーカーに駐在して開

発活動を行うゲストエンジニアの数がより増加」した、との結果になった（それぞれ、1％、

5％、5％、1％の水準で有意）。すなわち、先行開発のデザイン・インを行っているサプラ

イヤーの方が、そうでないサプライヤーに比べて、開発の協業がより一層緊密化している

と考えられるのである。 

 

<図３> 17頁に記載 （出所）本文中に記した方法に基づいて筆者作成 
 

 

４．５．知識と先行開発のデザイン・イン 

次に、知識レベルと先行開発のデザイン・インとの関係について検証しておきたい。 

ＲＢＶ（Resourced-based View of the firm）の視点に立つと、関係的技能のような、

企業の競争優位性を規定する資源や能力の中核要素は、当該企業に蓄積された知識やノウ

ハウである（e.g., Teece et al., 1997）。ということは、当該サプライヤーに蓄積された

知識やノウハウのレベルが高いほど、関係的技能のレベルも高いと考えられる。というこ

とは、３．２節で論じたように、「先端的な新しい部品ないし部品技術を開発する能力」が、

関係的技能の最上位の能力の次元だとすれば、こうした能力を備えているサプライヤーの

みが、先端技術の共同開発プロジェクトへの参加を認められると考えられる。 

また、このことは、「競争を勝ち抜く上で最もキーとなる能力」について尋ねた質問への 

回答からもうかがえる。回答は５択であり、それぞれの項目への回答は、「1．工程改善を 

                                                   
7 委託図方式とは、自動車メーカーの基本設計に基づき、主にサプライヤーが詳細設計を行うが、

図面は自動車メーカーが所有するタイプの部品取引であり、承認図方式と貸与図方式の中間的

な意味合いを持つとされる（e.g., 藤本・武石, 1994）。 
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3.8

3.8

3.7

先行開発
のデザイ
ン・イン
有り
平均

(2)取引関係の、この4年間の推移

3.3

3.5

3.4

3.6

先行開発
のデザイ
ン・イン
無し
平均

3.6

65.3％

3.2

46.8％

逆 正
(変化なし)

1 2 3 4 5

b.より早い段階からＡ社の
開発に参加するようになった

c.Ａ社に駐在し開発活動を行う
ｹﾞｽﾄｴﾝｼﾞﾆｱが増えた

d.開発に際しＡ社との対面的な
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの頻度が増えた

e.開発に際しＡ社との総合的な
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの頻度が増えた

a.部品開発において担った
割合が増加した

3.9

(1)部品開発において担った割合

10 20 30 40 50 60 70 80 90 1000

%

����������������������������������������������������������������������������������
����������������������������������������������������������������������������������
����������������������������������������������������������������������������������
����������������������������������������������������������������������������������

図３

（n=138）

（n=138）

（n=147）

（n=147）

（n=146）

（n=147）
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通じて原価を低減させる能力」が 23.8％、「2．品質及びジャスト・イン・タイムな納入を

保証する能力」が 2.7％、「3．設計改善を通じて見込み原価を低減させる能力」が 17.4％、

「4．自動車メーカーから受け取った仕様に応じて部品を開発する能力（ただし、既存技術

の改善中心）」が 4.0％、「5．既存技術の単なる改善に留まらない、新しい部品技術ないし

新しいコンセプトの部品を提案・開発する能力」が 53.0％であった。 

以上から、次の仮説が導かれる。 

（仮説）蓄積された知識やノウハウのレベルが高いほど、当該サプライヤーが先行開発の

段階からデザイン・インできる可能性が高まる。 

この仮説を検証するにあたっては、上記サプライヤー質問票調査のデータを用いたが、

分析を行う上で必要な項目の回答が一部でも欠けているものは除外した結果、本分析のサ

ンプル数は n＝145 となった。 

仮説の被説明変数となる「先行開発でのデザイン・イン」の指標は、上記質問１（４．

３節）に対する回答のうち、(1)と(2)については「有り＝1」、(3)と(4)については「無し

＝0」とするダミー変数を設定した。なお、(5)「その他」の回答（1件）については、内容

の説明が無かったのでサンプルから除外してある。 
一方、説明変数となるサプライヤーの知識レベルについては、武石(2003)を参考に、「部

品知識」と「統合知識」を区別した8。また制御変数には、「技術変化度」、「外的相互依存性」、

「内的相互依存性」、「トヨタ系ダミー」をそれぞれ設定した。変数を構成した元の質問項

目など、詳しくは表２を参照して欲しい。 

被説明変数がダミー変数であるため、仮説検証はロジット分析で行なった。表３は、主

要変数の平均値、標準偏差、および相関行列を示している。表４はロジット分析の結果で

ある。表４のモデル１からは、第一に、「部品知識」が「先行開発のデザイン・イン」に対

して正の効果を及ぼしており、10％有意であることが見てとれる。したがって、「部品知識」

に関して仮説は支持されたと言える。第二に、「統合知識」は有意ではなく、「先行開発で

のデザイン・イン」が認められるようなサプライヤーになるためには、まずは「部品知識」

が重要であり、「統合知識」の重要性は低いことが見てとれる。第三に、制御変数の「技術

変化度」が正の効果で 1％有意、「外的相互依存性」が正の効果で 5％有意であることが見

てとれる。これは、部品の技術変化が速いほど、他の部品との関連性が高い部品の場合ほ

ど、先行開発の段階からデザイン・インを行う可能性が高まるということを意味している。

特に後者の結果は、今後の研究課題として興味深い点である。 

 以上の分析より、先行開発の段階からデザイン・インを行なっているサプライヤーは、

そうでないサプライヤーに比べて、自動車メーカーと比べた「部品知識」のレベルが相対

的に高く、取引関係の緊密化の度合いも高いことが確認できた。すなわち、「既存技術の単

                                                   
 
8 「部品知識」とは、当該部品に固有の性能、コスト、生産プロセスに関する知識であり、「統

合知識」とは、構造的、機能的に関連する他の部品との調整に関する知識である（武石, 2003）。 
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なる改善に留まらない、先端的な新しい部品ないし部品技術を開発する能力」は、関係的

技能の最上位の能力の次元であり、これを備えていると認められたサプライヤーのみが先

行開発のデザイン・インを行うことができ、結果として取引関係の緊密化の度合いも高ま

ると考えられるのである。 

 

<表２>20頁に記載 （出所）本文中に記した方法に基づいて筆者作成 

 

<表３> （出所）本文中に記した方法に基づいて筆者作成 
【表３】主要変数の記述統計及び相関行列（サンプル数：n=145）    

  変数 平均値 標準偏差 1 2 3 4 5 6 7 

1 先行開発のデザイン・イン 0.67  0.47  1.00            

2 部品知識 3.80  0.61  0.23 1.00          

3 統合知識 2.97  0.67  0.06 0.22 1.00         

4 技術変化度 3.43  0.79  0.28 0.14 0.07  1.00       

5 外的相互依存性 -4.57  3.21  0.24 0.01 -0.11 0.18  1.00      

6 内的相互依存性 6.77  1.52  0.02 0.10 0.12  0.06  0.04  1.00    

7 トヨタ系 0.39  0.49  0.15 0.01 -0.11 -0.19 0.03  -0.06 1.00  

 （注）相関係数の絶対値が 0.22 以上の場合は 1％レベル， 0.18 以上の場合は５％レベルで有意。   

 

 

<表４> （出所）本文中に記した方法に基づいて筆者作成 
【表４】       

ロジット分析結果       

モデル １ ２ 

被説明変数 先行開発のデザイン・イン 先行開発のデザイン・イン 

  β S.E. P 値 β S.E. P 値 

部品知識 0.52 0.30 0.08 0.49 0.30 0.10 

統合知識 0.13 0.27 0.63 0.19 0.28 0.49 

技術変化度 0.65 0.26 0.01 0.80 0.27 0.00 

外的相互依存性 0.16 0.07 0.02 0.16 0.07 0.02 

内的相互依存性 -0.05 0.13 0.71 -0.03 0.13 0.81 

トヨタ系      1.02 0.43 0.02 

定数項 -2.76 1.55 0.08 -3.81 1.65 0.02 

-2logL 162.9  156.9  

Negelkerke R2 0.19  0.24  

サンプル数 145  145  

網がけは、p<0.10       
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【表２】変数の説明
変数 定義 算出方法

先行開発のデザイン・イン
右の５項目のうち、1.か2.と答えた場合
に「1」、3.か4.と答えた場合に「0」とする
ダミー変数

Ｑ：「部品の研究・開発において、どの段階から、Ａ社（注：主要顧客の自動車メーカーこと）の協力を得た
り、あるいはＡ社との共同研究・開発プロジェクトに参加していますか。（○は１つ）」
(1)「新しいコンセプトの部品やモジュール、あるいは新規要素技術（新素材など）を研究する段階。搭載対
象となる量産モデルを特定しない、パイロット・スタディ的な開発を含む。」
(2)「搭載対象となる量産モデルを特定するが、既存技術の改善に留まらない新規技術や、新しいコンセプト
を盛り込んだ製品（部品）を開発するプロジェクトの段階」
(3)「既存技術の改善をベースにした、通常の製品（部品）開発プロジェクトの段階」
(4)「そもそも、Ａ社から協力を得たり、あるいはＡ社の研究・開発プロジェクトに参加することはない」
(5)その他（具体的に：　  　）

部品知識
右の10項目の質問に対する回答のスコ
アの平均

Ｑ：下記の各項目について、貴社の「知識のレベル」は、自動車メーカーと比べてどのくらいだと考えます
か。（各設問に○は１つ）
a. 機能設計  b. 構造設計  c. 材料設計  d. 耐久性設計  e. コア技術  f. 製造プロセス  g. 品質管理  h. 製造
コスト  i. 材料コスト  j. 構成子部品（パーツ）のコスト

統合知識
右の8項目の質問に対する回答のスコ
アの平均

Ｑ：下記の各項目について、貴社の「知識のレベル」は、自動車メーカーと比べて、どのくらいだと考えます
か。（各設問に○は１つ）
k. 部品Ｘ（主要部品のこと）に対する最終顧客のニーズや選好  l. 自動車メーカーでの製造プロセス（特に
組み立て性について）  m. 他の部品との機能的な調整  n. 他の部品との構造的な調整
Ｑ：部品Ｘと関連性の高い「他の部品」に関する下記の各項目について、貴社の「知識のレベル」は、自動
車メーカーと比べて、どのくらいだと考えられますか。（各設問に○は１つ）
a. 設計に関する知識  b. 生産に関する知識  c. 評価に関する知識  d. コストに関する知識

技術変化度 右の質問に対する回答のスコア
Ｑ：他の部品一般と比較した場合、以下の項目についてどのように評価しますか。（○は１つ）
a.  技術変化が激しい

外的相互依存性
右の質問に対する回答のスコアの下記
合計：
外的相互依存性＝-a-b-c+d-e+f

Ｑ：他の部品一般と比較した場合、以下の項目についてどのように評価しますか。（○は２つ）
a.  外部インターフェースは、社内で標準化・共通化されている  b. 外部インターフェースは、業界で標準化・
共通化されている（2社以上で採用されている）  c. 部品Ｘの機能は独立的である（他部品の機能をほとんど
考慮することなく設計することができる）  d. 部品Ｘの機能は、多次元的である  e. 部品Ｘの構造は独立的で
ある（他部品の構造をほとんど考慮することなく設計することができる）  f. 部品Ｘの構造は、複雑である

内的相互依存性
右の質問に対する回答のスコアの下記
合計：
内的相互依存性＝g+h

Ｑ：他の部品一般と比較した場合、以下の項目についてどのように評価しますか。（○は２つ）
g. ある子部品の設計を変えてしまうと、他のほとんどすべての子部品の設計も変えなければならない  h.
部品Ｘは、材料などの配合を少しでも変えると、製法や、あるいは製造プロセスの諸条件（圧力、温度、タイ
ミング、時間、手順など）が大幅に変わるタイプの部品である

トヨタ系ダミー
右の質問に対する回答のうち、1.と答え
た場合に「1」、それ以外を答えた場合
に「0」とするダミー変数

Ｑ：主要な国内納入先自動車メーカーは、どちらですか。（○は１つ）
1. トヨタ自動車  2. 日産自動車  3. 本田技研工業  4. 三菱自動車工業  5. マツダ  6. スズキ  7. ダイハツ工
業  8. 富士重工  9. いすゞ自動車  10. 日野自動車  11. 日産ディーゼル  12. その他



４．６．トヨタ系サプライヤーの取り組みの先行性 

一方、こうした先行開発の協業の取り組みに関して、トヨタを主要顧客とするサプライ

ヤー（以下では「トヨタ系サプライヤー」と呼ぶ）とそれ以外のサプライヤーとの違いを

分析したところ、両者の間でかなりの差異が見られることが明らかになった。 

まず、上記の質問１についての回答を、トヨタ系サプライヤー群とそれ以外とで比較し

たところ、図４のような結果が得られた。すなわち、トヨタ系では、「1」のサプライヤー

の割合が 35％を超えており、これはトヨタ系以外と比べると実に倍以上となっている。ま

た、トヨタ系では、「2」のサプライヤーの割合も 35％を超えており、これはトヨタ系以外

と比べるとやや低いが、上記「1」と「2」を合わせた比率ではトヨタ系以外と比べて 16.2

ポイントも上回っていた。 

また、表４のモデル２からは、他の全ての変数をコントロールした上でも、「トヨタ系ダ

ミー」が 5％水準で正の効果をもたらしており、この変数を加えることで回帰式の説明力も

向上していることが分かる。つまり、トヨタ系サプライヤーは、それ以外に比べて、主要

顧客の先行開発プロジェクトに参加する可能性が高いのである。ちなみに、その蓋然性の

差は 36％である。 

このように、トヨタは、他の自動車メーカー以上に、主要サプライヤーと積極的に先行

開発段階から共同開発プロジェクトに取り組んでいるのである。 

 

<図４> （出所）本文中に記した方法に基づいて筆者作成 

図４：トヨタ系サプライヤーとそれ以外との違い
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５．自動車メーカー共同特許出願データの分析 

次にこの節では、こうした先行開発分野における自動車メーカー・サプライヤー間の協

業の成果を、自動車メーカー共同特許出願データの分析結果を通じて見ていきたい。 

 

５．１．データの出所 
分析の基となるデータは、日本の特許庁が発行している特許公開公報に記載された発明

のうち、1993 年～2004 年の 12 年間に自動車メーカー9 社（トヨタ、日産、ホンダ、三菱、

マツダ、スズキ、ダイハツ、富士重工、いすゞ）が出願人となっている特許出願である。

具体的には、上記各自動車メーカーの特許出願公開データについて、出願人（複数の場合

は全て）、公開番号、出願日、名称、筆頭分類（第一発明情報のサブクラス）、発明者など

の情報について、全てを表計算ソフトに落とし込み、各自動車メーカーが１社以上のサプ

ライヤーと共同で出願した特許（以下では「共同特許」と呼ぶ）についてパテント・マッ

プ分析を行った。 

この共同特許とは、ある程度の「新規性」や「進歩性」が認められるような先端的技術

の開発において、自動車メーカーとサプライヤーとが共に出願人となっている発明であり、

つまり両者が共に開発に貢献した発明である。したがって、先行開発の協業の成果指標の 
一つとして用いることが可能だと考えられる9。 

 

５．２．自動車メーカー特許出願状況の概観 
ここでは、まず初めに、全体的な傾向について見てみよう。図５は、1993 年から 2004 年

にかけての自動車メーカー9社合計の公開特許件数と、各自動車メーカーごとの公開特許件

数を示したものである。 

この図からは、自動車メーカー合計の公開特許件数は、年ごとに凹凸はあるものの、大

まかには、93年から 97年にかけては減少傾向、その後 00年までは増加傾向にあり、01年

に大幅に落ち込んだ後、02～03 年にかけて漸増、04 年に急増していることが見てとれる。

特に、2004 年の増加率は前年比 30％にも達しており、過去にない急増となっている。一方、

各社ごとの件数について見てみると、トヨタ、日産、ホンダの占める割合が高く、この三

                                                   
9 特許庁に出願された発明は、通常は１年半後に特許公開公報に記載される。そして、出願され

た発明のうちで、別個に審査請求料を支払って出願審査の請求を行ったものだけが審査過程に

入ることになり、「新規性」や「進歩性」が認められると判断されれば、晴れて特許権が付与さ

れることになる。 

このように、特許として成立する発明は、特許出願案件のごく一部でしかない。しかし、わ

ざわざ費用をかけてまで出願を行っている以上、出願者によるスクリーニングは受けており、

ある程度は「新規性」や「進歩性」を満たす新技術だと考えられる。また、防衛的意味合いで

出願される発明の割合も高いが、その分だけ外部から補足可能な技術情報の量が増えるので、

特許出願情報は、企業の先行開発の動向を探る上ではむしろ望ましい属性を備えている。その

ため、製造企業では、こうした特許出願データを用いた研究開発の動向調査（パテント・マッ

プ分析）が盛んに行われている（e.g., ダイヤモンド社技術情報編集部, 2002）。 
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社合計で、自動車メーカー９社合計の６割～７割、2004 年では何と８割をも占めているこ

とが分かる。 

推移について見ると、ホンダは 1998 年頃から既に一貫して増加傾向にあり、トヨタと日

産も 2002 年頃から増加傾向に転じていることが分かる。また、2004 年における３社の増加

ペースは急激である。さらに、この３社以外の件数は低下あるいは停滞しており、日本自

動車産業における特許出願を伴うような先端的技術の開発は、事実上、トヨタ、日産、ホ

ンダの３社が寡占的にリードする状態となっていることが見てとれる。 

 

<図５> （出所）本文中に記した方法に基づいて筆者作成 

図５：公開特許数推移
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５．３. 自動車メーカー共同特許出願状況の概観 
次に、自動車メーカーによる共同特許の出願動向について、全体的な傾向を見てみよう。

図６は、1993 年から 2004 年にかけての自動車メーカー9社合計の共同特許数と比率を示し

たものである。この図からは、年ごとに凹凸はあるものの、大まかには、共同特許の出願

件数及び同比率は増加傾向にあることが見てとれる。特に、特許の出願件数が増え始めた

2001 年以降、共同特許の件数の増加は著しい。また共同特許の比率についても、01年以降

は概ね増加傾向にあることが分かる。 

次の図７は、煩雑になるので、トヨタ、日産、ホンダの上位３社と、その他の６社の合

計分のみについて、1993 年～2004 年にかけての共同特許出願数と同比率を図示したもので

ある。この図からは、トヨタが、他の自動車メーカーと比較して、明らかにサプライヤー
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との共同特許件数と比率が高いことが見てとれる。 

この図では、豊田中央研究所や本田技術研究所といった、研究開発を担う別会社である

が、人的交流もあり、社内の研究開発部門の延長線上の位置づけにある連結子会社との共

同特許分を補正していない。したがって、各社ともその分だけやや上方バイアスがかかっ

ている。しかし、ここには記載していないが、それを補正したとしても、トヨタは他社に

比べて、サプライヤーとの共同特許比率が圧倒的に高い。また、三菱やマツダなど、６社

合計で表示されているメーカーを個別に分析しても、この結論は変わらない10。 

さらに、1993 年～2004 年にかけて、上記各社が３社以上で共同出願した特許の数と、特

許出願数全体に占める同比率を示したのが図８である。自動車メーカーが３社以上で共同

出願した特許とは、通常は当該自動車メーカーが２社以上のサプライヤーと共同出願した

ということを意味する。つまり、３社以上共同出願特許というのは、自動車メーカーとサ

プライヤーとの一対一（dyad）の関係に留まらない、サプライヤー間の水平的な関係をも

含んだ開発協業の存在を示唆するものであり、その数や比率の推移は、開発協業の高度化

を示す一つの指標として利用可能である。 

この図からは、共同出願数も、またその比率も、トヨタが圧倒的に高いことが分かる。

内容を精査してみたところ、基本的には豊田中央研究所やデンソー、アイシン精機など、

トヨタの資本が入ったグループ企業のみが関わるケースの比率が多いが、必ずしもグルー

プ企業内で閉じているわけではないことが分かった。例えば、1999 年にトヨタが出願した

特許の中には、「通信方法および通信装置」に関する技術について、アイシン・エィ・ダブ

リュ㈱、㈱デンソー、富士通テン㈱、パイオニア㈱、松下電器産業㈱の五社と共同出願し

たものも含まれているなど、トヨタが間に入ることで、同業サプライヤーを含めた合同の

大規模な研究開発プロジェクトを作り上げているケースもあることが分かった。 

このように、トヨタは、他の自動車メーカー以上に、複数のサプライヤーを交えて意欲

的に先行開発の協業を実施しており、その成果の面でも他の自動車メーカーに圧倒的な差

をつけていると言えよう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
10 詳しい分析については、別稿にて行う予定である。 
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<図６> （出所）本文中に記した方法に基づいて筆者作成 

図６：共同特許数、同比率推移
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<図７> （出所）本文中に記した方法に基づいて筆者作成 

図７：各社の共同特許数、同比率推移
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<図８> （出所）本文中に記した方法に基づいて筆者作成 

図８：３社以上共同特許数、同比率推移
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６．ディスカッション 

以上の分析より、少なくともこの 10 年あまりの間に、日本の自動車メーカー・サプライ

ヤー間の先行開発分野での協業は拡大しつつある、ということが明らかになった。ただし、

先行開発分野での協業に参加できるサプライヤーは、自社が担う部品に関して高度な知識

やノウハウを有している企業だけに限られており、そうしたサプライヤーに関してはこれ

まで以上に取引関係の緊密度が増していることも明らかになった。つまり、サプライヤー

の技術力が向上していくのに合わせて、中核的なサプライヤーに求められる能力が 1990 年

代を通じてより一層高度化した結果、現在では、「既存技術の単なる改善に留まらない、先

端的な新しい部品ないし部品技術を開発する能力」が、サプライヤーに求められる関係的

技能の最上位の能力として重要性を増しており、取引関係の緊密度の動向に影響を与えて

いるのである。 

一時期のマスコミ報道では、盛んに日本自動車産業における「系列の崩壊」が喧伝され

ていた。しかし以上の議論からは、こうした見方がやや皮相的であることが分かる。確か

に、日本の自動車メーカー・サプライヤー間の取引関係は、これから先ますます「オープ

ン化」していくことが予想される。実際、筆者の取材した限りでは、右肩上がりの生産量

拡大はもはや望めなくなってきたことと、日産がリバイバルプランのもとで「系列」を重

視したこれまでの購買戦略を抜本的に見直し、その成果として大幅な購買コスト削減を達

成したことなどを受け、2000 年代に入って、各自動車メーカーともサプライヤーに対して
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積極的に拡販を促す傾向が決定的となったようである。また、「新しく開発した技術であっ

ても、いったん市場に出てしまえばほとんどの場合に他社が模倣することは比較的容易で

ある。そうであるならば、自社技術を早い段階から積極的に拡販していくことでむしろデ

ファクトスタンダードを握り、量産効果によるコスト低減を図った方が自動車メーカーに

とってもサプライヤーにとっても望ましい」との意見が支配的になってきたという事情も、

こうした傾向を後押ししているようである11。 

ただし、こうした取引関係の「オープン化」が予想されるということは、自動車メーカ

ー・サプライヤー間の長期継続的・協調的・緊密な取引関係の重要性を、いささかでも損

なうものではない。「オープン化」するのはあくまでも既存技術の単なる改善に留まるよう

な部品開発の分野であって、現に、先端的な新しい部品ないし部品技術を開発するような

先行開発の分野では、両者の取引関係がますます緊密化しつつあるのである。 

そうなると、日本のサプライヤー・システムにおいては、従来までの中核的サプライヤ

ーの層の中で、これまでにない新しい技術を共に生み出していくパートナーとなりうるご

く少数の真の中核的サプライヤーの層と、それ以外の企業の層とに、さらに二層に分化し

ていく可能性がある。サプライヤーにとっては、こうした動きにどのように対処していく

のかが問われることになろう。 

 

<図９> （出所）本文中に記した方法に基づいて筆者作成 
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図９

 
                                                   
11 自動車メーカーの購買担当役員への筆者インタビュー（2002 年 5 月 30 日）などより。 
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一方、本稿の分析の結果、そうした全体的なトレンドの中でも、トヨタはそれ以外の自

動車メーカーに比べて一歩先を行っていることも明らかになった。すなわちトヨタでは、

他の自動車メーカー以上に、主要サプライヤーと積極的に先行開発段階から協業体制を組

んでおり、その成果の面でも圧倒的な差をつけている。また、複数のサプライヤーを交え

た先行開発の面でも、意欲的な取り組みを行っているのである。 

自動車技術が急速な進歩を遂げている昨今の状況のもとでは、仮にトヨタ自身の生産や

個別製品開発のオペレーションがいかに優れていても、先端的技術の開発を疎かにしてい

れば必ず他の企業に追いつき追い越されてしまうであろう。あくまで推論にすぎないが、

最近のトヨタの躍進を見る限りでは、恐らくはトヨタが作り上げたサプライヤーとの先行

開発の協業のネットワークが、同社の国際的な競争優位の一端を担っていると言えるので

はないだろうか。 

 

 

７．最後に 

武石(2003)は、外部企業との開発の協業を進めつつも競争優位を確立するためには、そ

うした協業をうまくマネジメントするための組織能力が重要となるという事実を、日本の

自動車産業のデータに基づいて明らかにした。つまり、トヨタが作り上げたサプライヤー

との先行開発の協業のネットワークがうまく機能しているということは、この面でのトヨ

タの協業のマネジメントが優れているということを意味しているものと考えられる。 

本稿では、こうした自動車メーカーによる先行開発の協業のマネジメントの中身につい

ては扱わなかったが、非常に興味深いテーマである。この面では既存研究の蓄積が全く無

いので、今後はインタビュー調査を積み重ね、重要な変数を見つけ出していくことが必要

であろう。 

以上 
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